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研究成果の概要（和文）：本研究では、日米自動車産業における作業組織改革を分析した。聞き取り調査に基づいた実
証分析により、生産現場の改革の実態を調査し、日本とアメリカにおけるその特徴を明らかにした。実際に工場等の事
業所に出向き、聞き取り調査、資料収集活動を通じて、1次データを蓄積した。体系的に収集されたこうしたデータを
もとに、上記の問題に対して、適切に分析しうる課題群を設定して、研究成果を著書や論文などのかたちで発表するこ
とができた。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study is to analyze work organizational reforms in Japan and U
S automobile industry. Based on hearing study, we have investigated the real condition of the reforms, and
 have publicized the results of our research in papers, books and academic presentations.
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１．研究開始当初の背景 
 ビッグ 3に代表されるアメリカ自動車産業
であるが、2008 年のサブプライムローン問
題に端を発した経営悪化に伴い、経営の推移
には予断を許さない状況であった。結果とし
て 2009 年に GM とクライスラー社が破綻す
るに至ったが、これまで取り組んできた生産
職場における改革が、経営悪化によってどう
影響を受け、かつどういう課題に逢着してい
たのかが研究開始当初の課題であった。本研
究はこれまでの小生が取り組んできた研究
テーマの発展形として位置づけられ、労使関
係論の観点により、さらなる実態調査が日米
比較に基づき行われた。 
 
 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、現在、生産現場の改革に
苦闘しつつあるアメリカ自動車産業につい
て、日本自動車産業との作業組織の比較のう
えで調査研究を進めることにある。 
 そもそもアメリカ自動車産業における職
場の人の配置を秩序付けてきたルールは「先
任権(Seniority)」である。この先任権という
勤続年数ルールによって、レイオフ、再雇用
の人選はもちろん、異動と昇進ももっぱらこ
れに従ってきた。小池和男氏はかつてこの先
任権ルールの特徴を「マギレのない」ルール
と呼んだが、これでは十分に正確とはいえな
い（小池、1977）。その運用の実状は様々な
歴史的経緯や職場慣行に支配され、実に複雑
であり、こうしたいわば「マギレある」領域
については、ほぼ明らかにされていなかった。
この先任権ルールの運用実状と史的展開が
分かっておらず、これと作業組織改革との関
係を初めて明らかにしたのが拙著（『転換期
のアメリカ労使関係』2003 年）であった。   
むろんこの拙著以前にも多くの作業組織

改革研究（たとえば Womack et al[1990]な
ど）があったが、正確な先任権の運用につい
て理解を欠いていたために、作業組織改革を
議論するうえで不十分であった。 
上記 2003 年の拙著で、伝統的に職場を統

治する先任権の仕組みと作業組織改革との
関係を明らかにした後は、改革の本来の目的
である「業績管理」、言い換えれば「生産性・
品質向上のための具体的仕組み」を中心に解
明してきた（篠原、2007A）、(篠原、2007B)、
（篠原、2008A）、（篠原、2008B）。前記の
Womack et al[1990]を代表として、1980 年
代以降、作業組織改革に関する多くの先行研
究があったが、多くはチームで働くことによ
る労働者の「自律性・満足度の高まり」に着
目し、ひいてはそれらが自ら生産性・品質向
上につながるという視点に帰着させる研究
傾向が非常に強かった。そのため職場改革の
具体的仕組みについて掘り下げた実証研究
が欠落しており、この点こそ十分に明らかに
されていない課題であり、2003 年拙著以降、

小生が手掛けてきたテーマである。 
ちなみに日本における自動車工場の実態

については、（石田他、2007）に詳しく実証
分析がなされた。しかしながらアメリカとの
作業組織における実情との比較、国際比較が
ほとんどなされていなかった。 
こうした課題を明らかにする必要性に付

け加え、2009 年には GM 社とクライスラー
社が経営破綻するにいたり、生産現場の改革
にもさらなる拍車がかかった。 
そこで実際に工場等の事業所に出向き、聞

き取り調査、資料収集活動を通じて、1 次デ
ータを蓄積していった。体系的に収集された
こうしたデータをもとに、上記の問題に対し
て、適切に分析しうる課題群を設定して、研
究業績が公表された。適切な程度それらが進
展した時点で、著書として公表を行うことが
本研究の目的であった。 
 
 
 
３．研究の方法 
 本研究では、日米自動車工場における作業
組織改革の現状、実態を明らかにするために、
文献研究、聞き取り調査、資料収集活動が行
われた。とりわけ定期的にアメリカに赴き、
実際の事業所を訪問し、担当者から直接話を
うかがい、調査を進めることが本研究の方法
を際立たせる大きな特徴である。これにより
従来明らかにされていない詳細な実態把握
が可能になった。 
 
 
 
４．研究成果 
 上記の研究目的、方法に基づき、調査活動
を行い、オリジナルで体系的なデータを収集
することが出来た。またそれに関するいくつ
かの研究成果を挙げてきた。 
この改革の本来の目的である「生産性・品

質向上のための具体的仕組み」である「業績
管理」を中心に解明する研究は、石田光男氏
との共編著『GM の経験』として 2010 年に
発表された。この共編著で、今日に至るアメ
リカ自動車産業における作業組織改革を、そ
の目的である「業績管理（＝生産性・品質向
上のための具体的仕組み）」から解明がなさ
れた。 
しかしながら、周知のように、2009 年の

ビッグ 3 をめぐる経営危機により、今日まで
曲がりなりにも取り組んできた作業組織改
革にも修正が迫られた。とりわけ GM とクラ
イスラーでは経営破綻を通じ、これまでの労
使双方による時間を掛けての改革努力の多
くは帳消しになり、大胆なリストラを伴うさ
らに急速な改革が実行された。 
こうした急速な改革の実情について、日米

比較の観点に基づき、時系列的に首尾一貫し
て分析する試みが 2014年 7月 25日公表予定
の『（仮題）アメリカ自動車産業の競争力：



GM 経営改革の現場』である。この著作によ
って、日本自動車工場における作業組織との
比較はもちろん、いまだ明らかにされていな
かった 2009 年の GM 社・クライスラー社に
よる経営破綻後の改革の実態が、初めて明ら
かにされた。 
本著作において具体的には、第 1 章で国際

競争力と労使関係の関係、第 2 章で日米処遇
制度の相違点、第 3 章でアメリカ自動車産業
における先任権制度と職場改革との関係、第
4 章でアメリカ作業組織改革における日本化
の動向、第 5 章で経営改革の抱える課題、第
6 章でアメリカ作業組織改革の困難と日本が
抱える課題、についてそれぞれ分析がなされ
た。 
その他、いくつかの論文等も公開され、そ

れぞれの観点から改革の実情は明らかにさ
れた。 
以上の研究成果により、研究開始当初に目

的とされた、生産現場の改革に苦闘しつつあ
るアメリカ自動車産業について、日本自動車
産業との作業組織の比較のうえで調査研究
を進めることは、ほぼ達成されたといえる。 
また今回、調査研究を進めながら、新たな

研究課題も想起されてきた。これらについて
は今後さらに継続的に取り組むこととした
い。 
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